
 
 

 

入札監理小委員会における審議の結果報告 

環境省環境調査研修所施設の管理・運営業務 

環境省所管の環境省環境調査研修所施設の管理・運営業務については、平成

21年4月から3年間の契約期間として民間競争入札による事業を実施していると

ころ。契約期間終了後の平成24年4月からの事業については、3年間の複数年契

約により民間競争入札を実施する旨、公共サービス改革基本方針（別表）に定

められている（２期目）。 

これに基づいて環境省から提出された実施要項（案）を入札監理小委員会に

おいて審議したので、その結果（主な論点と対応）を以下のとおり報告する。 

 

○ 情報の開示について（実施要項８５～９７頁） 

【論点】 

平成 23 年 6 月に確定した事業の評価を踏まえ、事業実績のない民間事業者

においても実施状況を踏まえた企画書の提案が可能となるよう、実施状況に

ついて十分な情報開示がなされているか。 

【対応】 

開示する情報を直近の３か年の数値に改めるとともに、常勤者の配置が求

められる「管理人業務」について、出勤日数を月別に掲載するなど、情報開

示の充実を図った。 

 

○ その他 

実施要項作成の指針や他の施設管理業務の実施要項の内容等を踏まえ、民

間事業者の創意工夫を求め公共サービスの質の向上に努めることや、事業協

同組合での入札に係る参加資格、入札説明会後の質問受付、委託内容の変更

に係る規定等を明記するなど、現行事業の実施要項から内容の充実を行った。

また、事業の評価の時期及び評価のための実施状況等の提出時期を明記した。 

 

 

以上 
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